
１　施策の現状・推移

２　成果指標・コストの推移

単位 区分

目標

実績

目標

実績

目標

実績

目標

実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

千円 実績

※評価年度は実績、計画年度は予算

３　環境変化

４　評価

５　今後の改革方向

事業の構成や役割分担
で見直しの余地がない
か。

当面、景観に関する事業と公園管理の事業の２本立てで施策を推進していく予定である。

施策の今後の方向性、構
成する事務事業の見直し
案

・経年劣化によって修繕を必要とする遊具等が年々増加してきており、将来的な維持管理の縮減や施設の安全性の確保ために、
計画的な施設等の有資格者による安全点検の実施や、遊具の撤去並びに更新を行い、適正な公園管理に努める。
・兵庫県条例に基づく移譲事務であり、これまで許可申請を受付、審査、指導を行ってきているが、依然として無許可の物件があ
り、その対策の一つとして、令和元年度に構築した屋外広告物管理台帳システムを活用し、把握及び指導につなげていく。

市民ニーズの動向

近年、全国的に公園遊具の老朽化により事故が発生しており、安全性の確保が求められている。

目標の達成状況は順調
か。達成していない原因
は何か。

・新県立病院建設に伴い、周辺の集合住宅や店舗等の開発の増加や、それに係る屋外広告物の増加、また、再生可能エネル
ギーに係る国の買取り価格の減少により、大規模な太陽光発電施設の建設が増加したことにより、里山の景観に関しての満足度
が減少したと言える。
・県民まちなみ緑化事業の実施団体をはじめ、緑化資材助成団体の件数は横ばいであるが、申請団体の固定化がみられることか
ら、幅広い周知が必要である。

環境変化を踏まえた施策
展開となっているか。

・市内に設置されている屋外広告物の件数は膨大かつ多種多様な中で、許可基準が判りづらく判断が難しい場合が多くなってい
る。
・経年劣化により公園施設は年々老朽化し、維持管理に要する経費の増加が見込まれる。

7,010 7,010 7,010

国・県の方針、関連法令
の動向

北海道での屋外広告物落下事故以降、その安全確認を含め指導・取締りを強化するため、兵庫県では平成30年３月22日に「屋
外広告物の安全点検実施要綱」が制定され、同年４月１日施行となった。また、同要綱に基づき平成30年10月１日からは、広告主
に対し、安全点検の結果を市へ報告をするように義務付けされた。

計 18,716 19,368 24,837 15,227 15,227 15,227

コ
ス
ト

うち一般財源 7,919 8,151 12,599

事業費 7,712 6,760 12,229 4,186 4,186 4,186

人件費 11,004 12,608 12,608 11,041 11,041 11,041

63.8 60.0

63.0 63.0 63.0

40 40 40

35 36

成
果
指
標

緑化資材提供団体数 団体
40 40 40

景観や町並みの美しさに関し
て満足している市民の割合

％
63.0 63.0 63.0

５年後のまちの姿

・特色ある里山の自然景観が保全・育成されながら、田園・農村景観や歴史・伝統文化的景観を大切にした景観づくりが進んでい
ます。
・既存の公園を本市と市民が協力して、適切に維持管理されているとともに、ボランティア団体等により地域の美化・緑化活動が進
んでいます。

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備考

施策目標 ７ 【景観】自然と歴史文化が織りなす里山景観を守り育てよう

関係課 都市住宅課
施策の展開

①
②
③
④

自然景観の保全
歴史的町並み景観の保全・継承
秩序ある市街地景観の形成
公園・緑地の適切な維持・管理と緑化の推進

（１／２）

令和２年度　施策評価シート
まちづくりの目標 2 誰もが住みたい快適生活のまち 施策担当課 都市住宅課
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●構成する事業一覧 2

街なみ環境整備事業

街なみ環境整備事業

景観形成推進事業

景観形成推進事業

公園管理事業（都市住宅課）

公園管理事業

合計 12,608 6,760 19,368 8,151

A 該当なし4,103 2,765 6,868 6,845 A A

6,938 191 7,129 -2,460 A A A 該当なし

うち一般財源

1,567 3,804 5,371 3,766 A A A A

公平性事務事業名 予算小事業名
人件費
【千円】

事業費
【千円】

計・千円
必要性 効果性 コスト

（２／２）

（令和 年度実施事業）
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令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

28 ～

指標の推移等の背景・分

析

平成28年度から中心市街地活性化計画に基づき、社会資本整備総合交付金事業（街なみ環境整備事業）として、事

業着手を行ってきたが、地域住民の理解が得られないことや、他事業との調整より、令和２年12月に計画変更を行った。それ

によって、全体事業費及び全他事業内容を見直したことにより、事業進捗率が大きく増加した。

実績

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト 実績

目標

実績

目標

実績

目標

ー　

実績 19.0 75.2

成

果
事業計画の進捗率 ％

目標 20.0 75.0 100.0 ー　 ー　

令和６年度 備　考
実績

活

動

修景施設整備助成実施

数
件

目標 1.0 1.0 1.0 ー　 ー　 ー　

実績 1.0 1.0

指標名
単

位

目標
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 777 3,766 5,589

その他特財 0 0 0
受益者負担金 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0歳

入

特定財源 800 1,605 4,021
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 0 0 0

国・県支出金 800 1,605 4,021

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 0.00 0.00 0.00
　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 740 1,567 1,567
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,460
　職員従事者数（人・年）Ｃ 0.10 0.21 0.21
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 740 1,567 1,567

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 1,577 5,371 9,610

直接事業費Ａ 837 3,804 8,043

根拠法令・個別計画等 社会資本総合整備計画

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 柏原城下町周辺地区の居住者

目的

ベストな状態
（期待される効果）

・中心市街地活性化基本計画と連携し、市街地の整備改善が図られている。

・柏原城下町の歴史的な街なみの景観を良好に維持するとともに、歴史を活かした魅力ある空間を整備し、住民のまちづくりに対す

る意識向上により、地区の活性化が図られている。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・公共施設等の整備は市が、住宅等の修景整備については民が行う、官民協働の取組である。

・広場整備、水路整備、案内板設置を行うとともに、柏原まちづくり協議会主導のもと城下町としての街なみと調和した住宅等の修

景整備に対して助成を行う。

・実施方法：直接実施

令和２年度の

事業概略

・まちなか水の景色再生事業（裁判所前水路整

備）実施設計・工事

・街なみ整備助成事業（修景助成事業１件）
令和３年度の

事業概略

・まちなか水の景色再生事業（裁判所前水路整備）

工事

・街なみ整備助成事業（修景助成事業１件）

施策
まちづくりビジョン 取組項目

担当

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【２】誰もが住みたい快適生活のまち

施策目標 7【景観】自然と歴史文化が織りなす里山景観を守り育てよう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
建設部　都市住宅課 事業期間 平成 令和3 年度

所属長 岡林　良尚 担当 向井　克仁

（１／２）

丹波市総合計画 2 ／ 3
事務事業名 街なみ環境整備事業



28 ～

●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

合計 3,804 8,043

18

17

16

15

14

13

12

11

10

9

8

7

6

5

4

3

2 街なみ環境整備事業(繰越) 1,400

1 街なみ環境整備事業 2,404 8,043

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

　 ✓

縮小

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

・令和２年度までは、中心市街地活性化協議会において、街なみ環境整備事業を含む中心市街地活性化基本計画に掲げる事業全般を

進めながら、進捗管理を行われてきたことにより、基本計画の一事業である街なみ環境整備事業も、ある一定の事業を完了することが出来た。

・令和３年３月末を以て、中心市街地活性化基本計画が終了することから、今後は、社会資本整備総合交付金事業（街なみ環境整備

事業）計画に基づき、進捗管理を行いながら、事業を進めていく必要がある。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

社会資本整備総合交付金事業（街なみ環境整備事業）計画に基づき、まちづくり協定

の運用と国庫補助事業の活用により確実に事業を推進するため、地区住民との協働のも

とで計画の実効性を高めて着実に進めていく。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

中心市街地活性化法に基づく中心市街地活

性化基本計画に位置付けられた計画認定事

業であり、市の政策体系に結びついている。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ａ

中心市街地活性化基本計画に基づき、国の

採択を受けた補助事業である。事業を進めて

いくにあたっては、地区住民の主体的な活動が

必要不可欠であり、市の意向だけでは進めら

れないため、必要最小限の職員数で住民との

協働により進めていく。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ａ

・中心市街地活性化基本計画の中に位置づけられ

た事業であるとともに、住民主体により計画策定が

行われているなかで、事業の進捗においては、地区

住民の熱意が必要不可欠であり、市の意向だけで

は進められない。

・計画変更後においては、予定通り計画を進められ

ている。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

Ａ

公共施設の整備は市が行い、街なみ整備助

成事業は、国と市の補助により、地区住民で

定めた修景基準に従って地区住民が実施す

る住民主体の取組みとの協働事業である。

（２／２）
　事務事業名 街なみ環境整備事業

事業担当課 建設部　都市住宅課 事業期間 平成 令和3 年度



令和 年度事務事業評価 令和 年度実施計画

16 ～

指標の推移等の背景・分

析

新県立病院建設に伴い、周辺の集合住宅や店舗等の開発の増加や、それに係る屋外広告物の増加、また、再生可能エネ

ルギーに係る国の買取り価格の減少により、大規模な太陽光発電施設の建設が増加したことにより、里山の景観に関しての満

足度が減少したといえる。令和元年度に屋外広告物管理台帳システムを導入したことにより、違反広告物の摘発及び指導が

適正に行え、指導及び是正が必要な広告物が減少した。

実績

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト 実績

目標

50.0 50.0

実績 63.8 60.0

成

果

景観や町並みの美しさに

関しての市民満足度
％

目標 50.0 50.0 50.0 50.0

成

果

屋外広告物指導

（是正・安全点検指導）
件

20.0 20.0 20.0 20.0

実績 24.0 17.0

目標 25.0 25.0

400.0

実績 447.0 368.0

活

動
屋外広告物事務件数 件

目標 400.0 400.0 400.0 400.0 400.0

令和６年度 備　考
実績

活

動
緑条例申請件数 件

目標 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0 20.0

実績 27.0 34.0

指標名
単

位

目標
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 392 -2,460 -835 -835 -835

その他特財 2,100 1,650 1,590 1,590 1,590 1,590

-835

0

受益者負担金 0 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

0

歳

入

特定財源 9,978 9,589 8,216 8,216 8,216 8,216
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 200 0 0 0 0

国・県支出金 7,878 7,939 6,626 6,626 6,626 6,626

0.00

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,360 2,360 2,360

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 0.10 0.00 0.00 0.00 0.00

7,460

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 6,512 6,938 6,938 6,938 6,938 6,938
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,460 7,460 7,460

443

6,938

　職員従事者数（人・年）Ｃ 0.88 0.93 0.93 0.93 0.93 0.93
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 6,712 6,938 6,938 6,938 6,938

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 10,370 7,129 7,381 7,381 7,381 7,381

直接事業費Ａ 3,658 191 443 443 443

根拠法令・個別計画等 緑豊かな地域環境の形成に関する条例、景観の形成に関する条例、屋外広告物法、兵庫県屋外広告物条例

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 屋外広告物を掲示する者、緑条例に規定する開発事業を行う事業者

目的

ベストな状態
（期待される効果）

・森林等の保存と緑化の推進、優れた景観の形成を図ることで、自然環境と調和した潤いのある地域社会が実現されている。

・景観を阻害する広告物に対する是正指導により、秩序ある景観形成が誘導されている。

・市民の景観に対する意識が高まっている。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・屋外広告物の設置指導、許可申請に対する許認可、申請手数料の収納及び督促に関する事務

・違反屋外広告物の啓発と是正指導、簡易除却、パトロールを実施

・景観形成重要建造物に関する各種申請事務

・緑条例に基づく相談と指導、申請事務、完了検査の実施

・緑条例に基づいたまちづくりのルール策定支援

・実施方法：直接実施

令和２年度の

事業概略

屋外広告物許可申請

屋外広告物安全点検指導

違反広告物簡易除却・指導

屋外広告物台帳・システム更新

緑条例に係る開発指導・検査(県への進達)

景観形成条例に係る書類確認(県への進達)

令和３年度の

事業概略

屋外広告物許可申請

違反広告物簡易除却

屋外広告物台帳・システム更新

緑条例に係る開発指導・検査(県への進達)

景観形成条例に係る書類確認(県への進達)

施策
まちづくりビジョン 取組項目

担当 山本　まい

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【２】誰もが住みたい快適生活のまち

施策目標 7【景観】自然と歴史文化が織りなす里山景観を守り育てよう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
建設部　都市住宅課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 岡林　良尚 担当 向井　克仁

（１／２）

丹波市総合計画 2 ／ 3
事務事業名 景観形成推進事業
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●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

合計 191 443 443 443 443

18

17

16

15
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9

8

7

6

5

4

3

443

2

1 景観形成推進事業 191 443 443 443

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

　 ✓

縮小

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

・違反広告物を減少させるためには、設置者や設置業者に対して屋外広告物条例の規定を遵守するように指導していくとともに、屋外広告物

に対する意識を高めるために、継続的な啓発活動が必要である。

・違反広告物の是正については、市内パトロール時はもとより、屋外広告物許可申請更新時において、広告物の内容等を改めて審査し、違反

広告物の是正を行っている。

・兵庫県条例に基づく移譲事務であり、これまで許可申請を受付、審査、指導を行ってきているが、依然として無許可の物件があり、その対策

の一つとして、令和元年度に構築した屋外広告物管理台帳システムを活用し、今後も引続き広告物の把握及び指導につなげていく。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

・広告物が多種多様になってきており、違反広告物であるかどうか判断が難しいものが増え

てきている。今後は、撤去手段とともに設置させない「予防策」についても研究が必要であ

る。

・景観行政に関しては、年々市民の関心が高まってきており市民ニーズを見極め、将来的

な土地利用を考慮した、景観形成地区の制定、景観条例の制定などの調査・研究が必

要である。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

景観形成の重要な要素である屋外広告物を

規制・誘導することにより、地域環境と調和し

た魅力ある景観の創出につながる。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ａ

・兵庫県屋外広告物条例に基づく、兵庫県からの

権限移譲事務である。

・管内出張時においては、広告物等の掲示状況に

おいて、注意を払うことで、屋外広告物パトロール強

化月間時の確認作業等の効率化を図る。

・屋外広告物管理台帳システムを活用し、広告物

の把握や更新等の更なる事務効率を向上させる。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ａ

屋外広告物安全点検要綱に基づいた点検指導及

び違反広告物の是正指導により、危険広告物や違

反広告物の件数を減少させることができた。また、令

和元年度に屋外広告物管理台帳システムを導入し

たことにより、屋外広告物の絶対数の把握や是正指

導が行えた。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

該当なし

屋外広告物設置者や設置業者に対して、公

平・公正に指導していることから、適正である。

（２／２）
　事務事業名 景観形成推進事業

事業担当課 建設部　都市住宅課 事業期間 平成 無期 年度
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指標の推移等の背景・分

析

・県民まちなみ緑化事業の実施団体をはじめ、緑化資材助成団体の件数は横ばいであるが、申請団体については、新規団

体が増えていることから、幅広い周知活動により、徐々にではあるが市民の緑化意識が高まりつつある。

・市内の公園（当課所管分）の遊具の安全点検を実施(平成29年度中)し、その点検結果に基づき、修繕及び撤去を進

めた結果、遊具の危険性は解消できた。

実績

コ

ス

ト

目標

コ

ス

ト 実績

目標

10.0 10.0

実績 7.0 7.0

成

果

県民まちなみ緑化事業

申請件数
件

目標 10.0 10.0 10.0 10.0

成

果
緑化資材助成団体数 団体

40.0 40.0 40.0 40.0

実績 35.0 36.0

目標 40.0 40.0

45.0

実績 49.0 47.0

活

動
緑化推進団体数 団体

目標 45.0 45.0 45.0 45.0 45.0

令和６年度 備　考
実績

活

動

遊具等の修繕及び撤去

箇所
箇所

目標 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0

実績 3.0 2.0

指標名
単

位

目標
令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

一般財源 6,750 6,845 7,845 7,845 7,845

その他特財 0 0 0 0 0 0

7,845

0

受益者負担金 0 0 0 0 0 0
借入金（地方債） 0 0 0 0 0

0

歳

入

特定財源 19 23 1 1 1 1
　人件費Ｈ=Ｆ×Ｇ 0 0 0 0 0

国・県支出金 19 23 1 1 1 1

0.00

　【平均人件費】Ｇ 2,000 2,360 2,360 2,360 2,360 2,360

　会計年度任用職員従事者数（人・年）Ｆ 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

7,460

　人件費Ｅ=Ｃ×Ｄ 3,552 4,103 4,103 4,103 4,103 4,103
　【平均人件費】Ｄ 7,400 7,460 7,460 7,460 7,460

3,743

4,103

　職員従事者数（人・年）Ｃ 0.48 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55
総人件費計（Ｅ+H）Ｂ 3,552 4,103 4,103 4,103 4,103

実

施

（

D

O

）

コスト（単位：千円）
（評価年度は実績、計画年度は予算）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備　考

歳

出

総事業費　Ａ＋Ｂ 6,769 6,868 7,846 7,846 7,846 7,846

直接事業費Ａ 3,217 2,765 3,743 3,743 3,743

根拠法令・個別計画等 丹波市公園条例、丹波市立地域公園条例、丹波市都市計画法に基づく公園の設置及び管理に関する条例、緑条例・緑化基金

計

画

（

P

L

A

N

）

事

務

事

業

対象（誰を、何を） 公園の利用者、緑化活動に取り組む団体

目的

ベストな状態
（期待される効果）

・安全で快適な公園が維持できている。

・ボランティア団体を通じて緑化の推進を行うとともに、地域の環境美化を図られている。

概要
（具体的手段・

全体計画）

・公園遊具等の施設整備及び修繕・撤去等の工事

・公園管理に係る委託業務の契約（指定管理・管理委託）

・花苗の提供等、各団体からの申請を受付、経由、荷受までの支援

・花苗を各小学校・幼稚園へ配布

・団体からの申請を受付し、緑化計画を作成し県へ進達

・実施方法：直接実施、指定管理（都市公園のみ）

・実施主体：市、各自治会（都市公園のみ）

令和２年度の

事業概略

・老朽化遊具の修繕、撤去

・公園管理委託業務

・所管公園の整備、維持管理

・緑化資材提供団体等の活動支援

・県民まちなみ緑化事業の受付（県への進達）

・指定管理公園の協定締結事務

令和３年度の

事業概略

・老朽化遊具の修繕、撤去

・公園管理委託業務（指定管理公園含む）

・所管公園の整備、維持管理

・緑化資材提供団体等の活動支援

・県民まちなみ緑化事業の受付（県への進達）

施策
まちづくりビジョン 取組項目 (4)安全・安心の機能確保

担当 山本  まい

位

置

づ

け

総合計画
まちづくり目標 【２】誰もが住みたい快適生活のまち

施策目標 7【景観】自然と歴史文化が織りなす里山景観を守り育てよう

創生総合戦略
基本目標

事業担当課
建設部　都市住宅課 事業期間 平成 無期 年度

所属長 岡林　良尚 担当 向井　克仁

（１／２）

丹波市総合計画 2 ／ 3
事務事業名 公園管理事業（都市住宅課）
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●構成する予算小事業一覧 （単位：千円）

合計 2,765 3,743 3,743 3,743 3,743
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2

1 公園管理事業 2,765 3,743 3,743 3,743

№ 予算小事業
コスト（評価年度は実績、計画年度は予算）

備考
令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

　 ✓

縮小

改

革

（

A

C

T

I

O

N

）

総合的な評価と課題（成果の達成状況及び評価結果から明らかになった課題事項など）

・所管する公園は、設置から相当年数経過しており、施設の安全性の向上と機能性の維持を図るとともに、将来的な維持管理費用の縮減に

努めていく必要がある。

・植栽等においては、年月の経過とともに枝葉張りも大きくなっていきていることから、支障木については伐採も含めて、順次計画的に剪定を行っ

ていく必要がある。

今後の方向性・改善策等 成果・コストの方向性

・公園遊具等については、公園利用者が安全・安心に施設を利用できるよう、適宜有識

者による安全点検を行い、点検結果及び公園の利用状況を見ながら撤去又は、設備等

の更新を進めていく必要がある。

・行政改革アクションプランに基づき、農村公園については地元への譲渡に向けて調整・協

議を進めていく。

成

果

の

方

向

性

皆減 縮小 現状維持 拡大

拡充

休廃止

コスト投入の方向性

現状維持

評

価

（

Ｃ

Ｈ

Ｅ

Ｃ

Ｋ

）

事務事業全体の実施（DO）に対する、事務事業の展開の評価・課題について

評価視点 評価 理由・コメント 評価視点 評価 理由・コメント

(必要性)

市民にとって必要な

事業か。

Ａ

・丹波市公園条例等に基づき、市が公園施設の適

切な維持管理を行うことで、利用者の安全・安心の

確保とともに快適に公園を利用できる環境を整備す

ることが、良好な公園空間の保全につながる。

・緑化資材の提供を行うことで、地域の環境美化に

つながる。

(コスト)

改善・改革等により

更に低コストで実施

できないか。(サービ

ス・成果は維持)

Ａ

・当課所管の公園については、設置から相当年数が経過し

たものが多くあり、年々維持管理に係る費用等は増加が見

込まれることや、安全点検の結果により、使われていない遊

具・危険性の高い遊具などを、撤去を前提に行い、将来の

経費の削減に努める必要がある。

・丹波市緑化用資材提供規定に基づき、適正に助成（上

限12,000円/団体）を行っている。

(効果性)

成果につながってい

るか。進捗は予定ど

おりか。※成果指標

に対する評価

Ａ

・経年劣化によって修繕を必要とする遊具等が年々

増加してきており、将来的な維持管理の縮減や施

設の安全性のためには、計画的な施設等の撤去並

びに更新が必要である。

・緑化資材助成団体数や県民まちなみ緑化事業

申請数は横ばいであるが、毎年申請があり、地域の

環境美化につながっている。

(公平性・受益者

負担)

公平性に問題はな

いか。受益者負担

検討の余地はない

か。

該当なし

一般的に解放されている公園のため、受益機

会は公平である。

（２／２）
　事務事業名 公園管理事業（都市住宅課）

事業担当課 建設部　都市住宅課 事業期間 平成 無期 年度


	空白ページ



